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新型コロナウイルス感染症の影響

➢ 外出自粛による運動機会の減少

➢ ストレス増加などの心の健康への悪影響

➢ スポーツを核とした地域の交流機会の不足

少子高齢化社会の進展

➢ 地方における高齢化の加速

➢ 医療費の増大（国民医療費は年間40兆円越え）

社会変化に伴う現代の課題

➢ テレワークの増加やデジタル化の進展に伴う運動不足

➢ 「人生100年時代」におけるライフステージに応じた健康確保

令和元年度
約43兆円

国民医療費，対国内総生産・
対国民所得比率の年次推移

【出典】厚生労働省 令和元(2019)年度
国民医療費の概況より抜粋

健康増進のために、スポーツ・運動が求められるのか
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✓自己免疫力の向上

✓ストレス解消（メンタルヘルスの改善）

✓基礎体力の維持・向上

✓体調管理（生活習慣病の予防・改善、

腰痛・肩こりの改善、良好な睡眠 等）

✓筋量・筋力の維持

✓転倒防止

✓認知症予防

✓食欲増進✓発育期の健全な成長

子供

どのライフステージにおいても、
スポーツ・運動が健康増進に不可欠！

運動習慣
の形成

大人 高齢者

ストレス増加 認知症コロナ

スポーツ・運動が心身にもたらす効果
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［第２期計画期間中の総括］

１. 東京オリ・パラ大会のスポーツ・レガシーの継承・発展に資する重点施策
持続可能な国際競技力の向上

大規模大会の運営ノウハウの継承

共生社会の実現や
多様な主体によるスポーツ参画の促進

地方創生・まちづくり

スポーツを通じた国際交流・協力

スポーツに関わる者の心身の安全・安心確保

○ 東京大会の成果を一過性のものとせず、
持続可能な国際競技力を向上させるため、

・ NFの強化戦略プランの実効化を支援
・ アスリート育成パスウェイを構築
・ スポーツ医・科学、情報等による支援を充実
・ 地域の競技力向上を支える体制を構築

○ 新型コロナウイルス感染症の影響下とい
う困難な状況の下で、東京大会を実施した
ノウハウを、スポーツにおけるホスピタリ
ティの向上に向けた取組も含め今後の大規
模な国際競技大会の開催運営に継承・活用

○ 東京大会による共生社会への理解・関心の
高まりと、スポーツの機運向上を契機とした
スポーツ参画を促進

○ オリパラ教育の知見を活かしたアスリートと
の交流活動等を推進

○ 東京大会による地域住民等のスポーツへの
関心の高まりを地方創生・まちづくりの取組に
活かし、将来にわたって継続・定着

○ 国立競技場等スポーツ施設における地域のまち
づくりと調和した取組を推進

○ 東京大会に向けて、世界中の人々にスポーツの
価値を届けたスポーツ・フォー・トゥモロー（
SFT)事業で培われた官民ネットワークを活用し
、更なる国際協力を展開、スポーツSDGsにも貢
献 （ドーピング防止活動に係る人材・ネット
ワークの活用等）

○ 東京大会でも課題となったアスリート等の心身の
安全・安心を脅かす事態に対応するため、

・誹謗中傷や性的ハラスメントの防止
・熱中症対策の徹底など安全・安心の確保
・暴力根絶に向けた相談窓口の一層の周知・活用

２. スポーツの価値を高めるための第３期計画の新たな「３つの視点」を支える施策

スポーツを「つくる/ はぐくむ」 スポーツで「あつまり、ともに、つながる」 スポーツに「誰もがアクセスできる」

社会の変化や状況に応じて、既存の仕組みにとらわれずに
柔軟に見直し、最適な手法・ルールを考えて作り出す。

様々な立場・背景・特性を有した人・組織があつまり、
ともに課題に対応し、つながりを感じてスポーツを行う。

性別や年齢、障害、経済・地域事情等の違い等によって、
スポーツの取組に差が生じない社会を実現し、機運を醸成

。
◆ 柔軟・適切な手法や仕組みの導入等を通した、
多様な主体が参加できるスポーツの機会創出

◆ スポーツに取り組む者の自主性・自律性を促す
指導ができる質の高いスポーツ指導者の育成

◆デジタル技術を活用した新たなスポーツ機会や
、新たなビジネスモデルの創出などDXを推進

◆ 施設・設備整備、プログラム提供、啓発活動に
より誰もが一緒にスポーツの価値を享受できる、
スポーツを通じた共生社会の実現

◆ スポーツ団体のガバナンス・経営力強化、関係
団体等の連携・協力による我が国のスポーツ体制
の強化

◆スポーツ分野の国際協力や魅力の発信

◆住民誰もが気軽にスポーツに親しめる「場づくり」等の機
会の提供

◆居住地域にかかわらず、全国のアスリートがスポーツ医・科
学等の支援を受けられるよう地域機関の連携強化

◆本人が望まない理由でスポーツを途中で諦めることが
ない継続的なアクセスの確保

① 新型コロナウイルス感染症：

➤ 感染拡大により、スポーツ活動が制限

② 東京オリンピック・パラリンピック競技大会：

➤ １年延期後、原則無観客の中で開催

③ その他社会状況の変化：

➤ 人口減少・高齢化の進行
➤ 地域間格差の広がり
➤ ＤＸなど急速な技術革新
➤ ライフスタイルの変化
➤ 持続可能な社会や共生社会への移行

こうした出来事等を通じて、改めて確認された

・「楽しさ」「喜び」「自発性」に基づき行われる本質的な
『スポーツそのものが有する価値』（Well-being）

・スポーツを通じた地域活性化､健康増進による健康長寿社会の
実現､経済発展､国際理解の促進など『スポーツが社会活性化
等に寄与する価値』

を更に高めるべく、第３期計画では次に掲げる施策を展開

第３期スポーツ基本計画（概要）①
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『感動していただけるスポーツ界』の実現に向けた目標設定
全ての人が自発的にスポーツに取り組むことで自己実現を図り、スポーツの力で、前向きで活力ある社会と、絆の強い社会を目指す

💡 国民のスポーツ実施率を向上
✔ 成人の週１回以上のスポーツ実施率を
７０％（障害者は４０％）

✔ １年に一度以上スポーツを実施する成
人の割合を１００％に近づける（障害者
は７０％を目指す）

💡 生涯にわたって運動・スポーツを継続
したい子供の増加
（児童86%⇒90%、生徒82%⇒90%）

💡 子供の体力の向上
（新体力テストの総合評価C以上の
児童68%⇒80%、生徒75%⇒85%）

💡 誰もがスポーツに参画でき、共に活動できる
社会を実現

✔ 体育授業への参加を希望する障害のある児童
生徒の見学ゼロを目指した学習プログラム開発

✔ スポーツ団体の女性理事の役割を40%

💡 オリンピック・パラリンピック等の
国際競技大会で、過去最高水準の金メダル
数、総メダル数、入賞者数、メダル獲得
競技数等の実現

💡 スポーツを通じて活力ある社会を実現

✔ スポーツ市場規模15兆円の達成
（2025年まで）

✔ スポーツ・健康まちづくりに取り組む
地方公共団体の割合15.6%⇒40%

💡 スポーツを通じて世界とつながる

✔ ポストSFT事業を通じて世界中の国々の700万
人の人々への裨益を目標に事業を推進

✔ 国際競技連盟（IF）等役員数37人規模の維持・
拡大

３. 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組む１２の施策
①多様な主体におけるスポーツの機会創出

地域や学校における子供・若者のスポーツ機会の充実と体力向上

、体育の授業の充実、運動部活動改革の推進、女性・障害者・働

く世代・子育て世代のスポーツ実施率の向上 等

②スポーツ界におけるDXの推進

先進技術を活用したスポーツ実施のあり方の拡大、デジタル

技術を活用した新たなビジネスモデルの創出 等

③国際競技力の向上

中長期の強化戦略に基づく競技力向上支援システムの確立、地

域における競技力向上を支える体制の構築、国・JSPO・地方公

共団体が一体となった国民体育大会の開催 等

④スポーツの国際交流・協力

国際スポーツ界への意思決定への参画支援、スポーツ産業の

国際展開を促進するプラットフォームの検討 等

⑤スポーツによる健康増進

健康増進に資するスポーツに関する研究の充実・調査研究成

果の利用促進、医療・介護や企業・保険者との連携強化 等

⑥スポーツの成長産業化

スタジアム・アリーナ整備の着実な推進、他産業とのオープ

ンイノベーションによる新ビジネスモデルの創出支援 等

⑦スポーツによる地方創生、まちづくり

武道やアウトドアスポーツ等のスポーツツーリズムの更なる

推進など、スポーツによる地方創生、まちづくりの創出の全

国での加速化 等

⑧スポーツを通じた共生社会の実現

障害者や女性のスポーツの実施環境の整備、国内外のスポーツ

団体の女性役員候補者の登用・育成の支援、意識啓発・情報発

信 等

⑨スポーツ団体のガバナンス改革・経営力強化

ガバナンス・コンプライアンスに関する研修等の実施、

スポーツ団体の戦略的経営を行う人材の雇用創出を支援 等

⑩スポーツ推進のためのハード、ソフト、人材

民間・大学も含めた地域スポーツ施設の有効活用の促進、地域

スポーツコミッションなど地域連携組織の活用、全ＮＦでの

人材育成及び活用に関する計画策定を促進、女性のスポーツ指

導に精通した指導者養成支援 等

⑪スポーツを実施する者の安全・安心の確保

暴力や不適切な指導等の根絶に向けた指導者養成・研修の実施

、スポーツ安全に係る情報発信・安全対策の促進 等

⑫スポーツ・インテグリティの確保

スポーツ団体へのガバナンスコードの普及促進、スポーツ

仲裁・調停制度の理解増進等の推進、教育研修や研究活動等を

通じたドーピング防止活動の展開 等
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スポーツによる健康増進

【政策目標】

地域住民の多様な健康状態やニーズに応じて、関係省庁で連携しつつ、スポーツを通じた健康増進により健康

長寿社会の実現を目指す。また、健康寿命の延伸に、スポーツ実施率の向上を通じて貢献する。

① 健康増進に資するスポーツに関する研究の充実・調査研究成果の利用促進

【現状】

【今後の施策目標】

○ スポーツと健康の関係やスポーツ実施促進の効果的な方法等についての科学的知見を蓄積し、

その蓄積の普及・活用を通じてスポーツを通した健康増進を図る。

【主な具体的施策】

・スポーツによる健康増進に関するエビデンスは蓄積されてきているが、それらをまとめて、活用するための体制が整備されていない。

・健康診断においては有所見でも、自己認識としては健康と認識している人も多い現状が見られるが、健康であると自己認識している人に

ついては、健康のためにスポーツをしようと思う人は少ないとの指摘がある。

地方公共団体に対し、各地域の実態に応じた
効果的なスポーツ実施促進施策について、

調査・検討を行えるよう支援する。

心身の健康に資するスポーツ等の研究を支援し、
これらの科学的根拠をまとめる体制を構築する
とともに、地方公共団体やスポーツ関係団体に、

まとめた情報をわかりやすく周知する。
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② 医療・介護、民間事業者・保険者との連携を含む、スポーツによる健康増進の促進

【現状】

【今後の施策目標】

○ 科学的根拠に基づいた安全かつ効果的なスポーツの習慣化を促進することで、住民の健康増進を図る。

○ 行政内部部局間の連携や医療・介護とスポーツの連携を促進し、医療・介護の場からスポーツの場

へと誘導する仕組みを構築する。

【主な具体的施策】

・国民医療費が年間40兆円を超える規模となり、高齢化等によりその更なる拡大が予想される中、スポーツによる

医療費抑制に係る研究成果は数多く報告されており、スポーツによる健康増進に対する期待が高まっている。

・スポーツによる健康増進の効果についての各種事業における好事例等の成果物の利活用や効果的な情報発信、好事例の

横展開が不足している。

・健康のためのスポーツ促進にあたって、医療・介護とスポーツの連携や行政内部部局間の連携に課題がある。

スポーツによる幅広い健康増進効果
やスポーツ実施促進の効果的な取り
組み方法等について、情報共有・

普及啓発支援を行う。

介護とスポーツの連携を促進する事例
の創出を支援するとともに、運動処方
から適切なプログラムを作成できる

専門家の養成を支援する。

医師が作成する運動処方の情報に
基づき、地域の運動・スポーツ教室
等で適切なプログラムが提供され、
安全かつ効果的に運動・スポーツを
実践できる環境の整備を支援する。
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スポーツエール
カンパニー

URL

Sport in Life
コンソーシアム

URL

現在、約1,700団体が加盟

✔ 従業員の健康増進のためにスポーツの実施に

向けた積極的な取組を行っている企業を

「スポーツエールカンパニー」としてスポーツ庁が認定。

✔ 令和3年度は685社を認定。

また、制度設立から5年目を迎えるにあたり、

連続認定企業へのインセンティブを授与。

✔ スポーツに携わる企業・団体・地方自治体等から構成

される「Sport in Lifeコンソーシアム」を設置。

✔ 団体間の連携を促進し、シナジー効果の創出や

取組事例の周知、好事例の共有等を図る。

スポーツを通じた健康で活力ある社会の実現（Sport in Lifeプロジェクト）
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▲社内ウォーキングコースの掲示
▲社内ウォーキングコースの掲示



12

〇健康管理Webサイトの活用
✓ 自社開発の健康管理ウェブサイトを活用し、健康診断結果や体力測定結果に
合わせた個別の運動動画を配信している。

✓ 配信した動画の中から自分が取り組む運動をピックアップし、毎日運動に取り組
んだ結果をシステムに入力することで日々の運動を推進している。

〇健康セミナーの開催
✓ 月に1回、1時間程度の運動教室（腰痛予防改善、肩こり予防改善、ウエスト
引き締めトレーニング、体幹トレーニングなど）を開催している。社内システムを通
して全従業員を対象に開催案内しており、遠地の参加希望があればオンラインに
よる参加も許可している。

✓ 1回の参加者数は15名程度。

〇年４回のからだ測定会の開催
✓ 体力測定、体組成測定を年4回開催している。測定結果の社内ランキングを公
開することで従業員間のコミュニケーションを促進している。

✓ 測定結果に合わせて運動指導員または管理栄養士からの個別カウンセリングを
合わせて実施することで、運動継続をサポートしており、継続的に自身の体を見
直す場を提供し、健康意識を保ちつつ適切な健康改善に取り組んでいる。

▼健康セミナーの開催▼からだ測定会の開催

※心幸ホールディングス及び各グループ会社でも同様の取組を行っている。

スポーツを通じた健康で活力ある社会の実現（Sport in Lifeプロジェクト）

（１）体力測定や体組成測定等を従業員向けに開催
「心幸クリエイト株式会社の取組事例」

「スポーツエールカンパニー」としてスポーツ庁が認定した企業の取組事例

（２）健康見える化プログラム等を従業員向けに実施
「日本発条株式会社の取組事例」

〇健康見える化プログラムの導入・実施
✓ 株式会社タニタヘルスリンクのしくみを導入し、「健康見える化プログラム」を全社
で展開している。希望者に歩数や消費カロリーが確認できる活動量計を無償貸
与し、2021年10月現在で2,200名超が当プログラムに参加している。また本
年度はコロナ禍においても、健康施策の一環として、工場対抗歩数イベントを開
催、工場一体となってイベントを盛り上げていけるよう、またウォーキングを楽しんで
もらえる仕掛けを継続的に行っている。

〇社内ウォーキングコースの作成
✓ 横浜事業所内のウォーキングコースを作成し、事業所内に掲示。1周630mで、
昼食後の休憩時間等に気軽に回れるコースを設定している。

〇歩幅表示
✓ 横浜事業所の食堂内通路に、身長ごとの理想的な歩幅をテープで目印をつけて
いる。ただ歩くのではなく、歩幅を意識して歩くことでウォーキングの効果（脂肪燃
焼）を高めることを周知・推進している。

▲健康見える化プログラムの掲示 ▲歩幅表示

▲社内ウォーキングコースの掲示



スポーツを通じた健康で活力ある社会の実現（Sport in Lifeプロジェクト）

○スポーツが生活習慣の一部となることを目指す「Sport in Lifeプロジェクト」において、企業、地方自治体、スポーツ団体、経済団体等で構成する
コンソーシアムを設置（現在の加盟団体数は約1,700団体）

○加盟団体の好事例を表彰する「Sport in Lifeアワード」を創設。また、スポーツ参加人口拡大に向けた取組モデル創出事業を実施（21事業）

○社員に対しスポーツを通じた健康増進の取組を行っている加盟団体を、「スポーツエールカンパニー2022」として認定（685団体）

○コンソーシアム加盟団体の取組から優れた取組を表彰
・ 大賞 １団体
・ 優秀賞 11団体（企業4、団体３、自治体4）

○受賞団体の取組は事例集にまとめ、ホームページなどで広く発信

◆Sport in Life アワ－ド

◆取組モデル創出事業

①スポーツ実施を阻害する課題解決のための実証実験（例） ②ターゲット横断的なスポーツ実施者の増加方策（例）

○スポーツ実施をの阻害要因の解決などを目的とした取組モデル創出事業
（委託事業）を実施

・3世代対象に「スポーツ×SDGs（防災・環境）」をテーマにして
多角的イベントを実施

・地域資源を活用し、地域コミュニティの形成・拠点づくり
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追加実施事項【選択事項】体制整備の取組【必須事項】

効率的・効果的に取組を実施することができ
る連携・協働体制の整備

健康関連
団体

＋

スポーツ主管課
又は

障害者スポーツ
主管課

健康・福祉・
介護予防主

管課

総合型地域
スポーツクラブ

民間
事業者

医療機関・医師会

大学

など

習慣化させるための取組【必須事項】

① 医療と連携した地域における運動・スポーツの習
慣化の取組

② 要介護状態からの改善者を含めた、介護予防
を目指した地域における運動・スポーツの習慣化
の取組

③ 障害の有る人が、ない人と一体となった形での運
動・スポーツの習慣化の取組

④ 以下のいずれかのターゲットに係る主にスポーツ無
関心層に対する地域における運動・スポーツの実
施・継続化に係る取組
ア．女性（妊娠期・子育て期を含む）
イ．働く世代 ウ．障害者

⑤ 新しい生活様式における運動・スポーツの習慣
化の取組

①相談斡旋窓口機能

地域住民の多様な健康状態や
ニーズに応じた情報提供や相談

②官学連携

地域の大学に備わる

専門的知識や施設

を知の拠点

③複数の地方公共団体の連携
・協働

障害の有無にかかわらず、患者さんであっても、誰もが安全に安心してスポーツができる世の中を！

【都道府県・市町村に対する補助事業（定額）】

地域のみんなが「ともに」 新たなスポーツを「はぐくむ」 「誰もがアクセスできる」

運動・スポーツ習慣化促進事業
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スポーツ施設整備

スポーツによる地方創生・まちづくり

解決

など

スポーツツーリズム

健康スポーツ

学校部活動
大学スポーツ

スポーツ産業

地元プロスポーツ

（地域の少子高齢化、地域住民の健康増進、地域の過疎化、地域経済の衰退など）

地域密着型プロスポーツチームと
地域の連携活用

地元アスリート

スポーツ国際交流

障害者スポーツの体験を通じ
地域コミュニティとの共生

障害者スポーツ

地域スポーツクラブ

スポーツによる「まちづくり」の概念図

日本の文化資源を活かした
スポーツツーリズムの推進

域内住民向け
（インナー施策）

地域外交流人口向け
（アウター施策）

健康スポーツ教室による
地域住民の健康増進

【地域への経済的効果】【地域への社会的効果】
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スポーツのチカラ

様々な地域課題

楽しさ、感動、共感など

スポーツ自体を楽しむことに加えて



スポーツによる「まちづくり」の取組事例

観光目的地となり得るスポーツを核に既存の観光資源ともコ
ラボし、地域の観光振興を牽引

自然豊かな既設の県営公園を最大活用し、家族とともに、初心
者から上級者まで幅広く楽しめるスケボーパーク（国内最大級）
を造成。オリパラ・レガシーとして、推進主体となる地域スポーツコ
ミッションも設立。ソフト・ハードの両輪で、世界的スケボーの聖地
へ発展させるとともに、既存の観光資源ともコラボさせ、スポーツに
よる地域外交流人口の拡大を推進。

アーバンスポーツ × 「まちづくり」

フェンシングをフックとした、地域住民のスポーツ習慣化・沼
津市民意識の醸成

選手育成や合宿誘致の拠点「F３BASE」の運営・活用を
通じ、市として、“フェンシングのまち”として地域ブランドを形
成。スマートフェンシング等レクリエーションとしての楽しみ方も
普及させることで地域住民のスポーツ習慣化やシビックプライ
ドの醸成に繋げている。

フェンシング × 「まちづくり」

拠点施設F3BASEでの
指導風景

（茨城県笠間市 ） （静岡県沼津市）
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⚫ 「オリパラ・レガシー」として、今後、スポーツを活用した特色ある「まちづくり」に積極的に取り組もうとする
自治体を応援するため、「スポーツ・健康まちづくり」優良自治体表彰制度を創設。

⚫ スポーツのチカラを活用し、地域の様々な社会課題（少子高齢化、住民健康、過疎化、経済衰退など）の

解決を図ることを目的とした各自治体のアイデアや今後の総合的なまちづくり計画を表彰。
⚫ 第１回は昨年７月～９月に募集を行い、昨年12月に20道府県の30自治体を優良自治体として表彰。
毎年度、自治体を対象に募集し表彰する予定。

【第１回スポーツ・健康まちづくり優良自治体表彰】
２０道県３０自治体を表彰

表彰式典において
長官より直接表彰

スポーツ・健康まちづくり優良自治体表彰
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スポーツが変える、未来を創る。
Enjoy Sports, Enjoy Life
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